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1 本稿の目的と構成

1980年代中期までタイの金融部門は他の AS

EAN諸国の中でも比較的規制色の強い金融制

度の下にあったが， 80年代末から金融自由化政

策を柱とした金融改革が進行しつつある。金融

改革では市場機能に基づく効率的な資源配分の

実現がその主要なU的とされているが，そのた

めには，適切かつ多様な金融サービスを低コス

トで提供できる金融機関の実現が不可欠である。

このような金融機関を実現するためには，情報

開示や法制度の整備を進めたうえで自己責任原

則に基づく金融機関相互の競争を促し，健全な

競争的市場環境を整えることが前提条件となる。

競争的市場環境は，金融機関に対して，技術的

に最適な選択に基づき経営コストの最小化を実

現しようとする誘丙を与えることとなる。

タイの金融自由化政策とタイの金融機関の経

営効率については従来よりけり々に論じられてい

るが，タイの金融改革と地場金融機関の経営効

率との関係を論じた研究はない。タイの金融改

革についてはわが国でも金融資本市場研究会

(1991)などの研究があるが，これまでの研究

の焦点は金融改革によるマクロ経済的影響に向

けられており，貯蓄率，投資率，経済成長率な

どの諸変数の変化と金融改革との関連が検討さ

れている。一方，タイの地場銀行の経営効率に

っし汀ては， Phaiboon (1994), Chularat (1990), 

Therapon (1990)などの先行研究がなされてき

たか，金融い由化政策によって経営効率がいか

に変化したかについて相互の関連を論じたもの

はない。金融改革によってマクロ経済的成果か

実現するためには効率的な金融機関の存在がそ

もそもの前提であるにもかかわらず，金融改革

と金融機関の経営効率との関連についてはいま

だに未解明なまま残されているといってよいで

本稿は Okudaand Mieno (1996)を発展させたものである。本稿の基礎となった同研究にはアジア

経済研究所APEC研究事業計画の助成を受けたまた，本稿の作成の過程で本誌レフェリーから非常

に有益なコメントと助言を頂いた。記して感謝申し上けたい。
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｢ タイの金融改革と地場商業銀行への影響
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タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

あろう。

本稿の目的は，タイの金融部門の中核である

地場商業銀行の経営構造および技術的効率性か

金融改革によってどのように変化してきたのか，

地場商業銀行を取り巻く市場環境の変化と関連

づけながらミクロ経済学的に検討することであ

る。したがって本稿では，タイ経済全体におけ

る銀行の資金配分機能が金融改革とともにとう

変化したかという，マクロ経済学的視点からの

検討は分析対象とはしていない。 Fry(1995)は

金融改革による効果をマクロ的資金配分効率

(allocative efficiency)の改善と金融機関の経費

節減に関わる経営効率 (operationalefficiency) 

の改善とに大別しているが，本稿で扱うのは後

者である。本稿の構成とその概要は次の通りて

ある。まず，第II節でタイの近年の金融改革の

概要を整理し，地場商業銀行を中心とする市場

環境が金融改革とともに競争的になりつつある

ことを示す。第III節では銀行業の生産構造を経

済学的にモデル化し，金融自由化による生産構

造の変化について説明する。第N節では個別銀

行の財務データを利用して地場商業銀行の収益

・費用構造の特徴を整理し，市場環境の変化に

よってこれがどのように変化しつつあるか経済

学の視点から把握する。第v節では前節まての

議論を踏まえてクロス・セクション・データに

よる地場銀行の費用関数の叶景分析を行い， lh

場環境の変化に伴って地場商業銀行に「規模の

経済性」が出現しつつあることを明らかにする。

第VI節では，パネル・データを用いて地場商業

銀行の合理化・効率化の進捗状況について評価

を行う。第vn節では，分析によって明らかにさ

れた政策的意味を指摘し，今後に残された課題

を整理する。

II タイの金融改革と地場商業

銀行への影憩衷（注1)

1. 1980年代以降のタイの金融改革

1980年代前半に，経済成長率の低下，国際収

支と財政赤字の拡大に悩んだタイ経済は， 80年

代後半から目覚ましい回復を見せ， 86~90年期

の実質GNP成長率は年平均10％を達成し，財

政収女の黒字化，国際収支の改善，物価の安定

など，良好なマクロ経済上の成果を実現した。

このような安定した経済情勢を背最として，タ

イては1980年代後半から金融規制の緩和を軸と

する一連の金融制度改革が開始された。金融改

革はまず1987年の金融業務規制の緩和措慨と89

年の金利一部自由化措置から開始されたが， 90

年代に人って金融改革は広範囲にわたる総合的

改革政策として急速に進展しつつある。このよ

うな金融改革は，金融市場の自由化・国際化と

いう lit界的潮流の中で，タイの産業構造か農業

から製造業に中心を移しつつあることに対応す

る意図を持つものである。その主要な内容は

表lの通りである。

タイ中央銀行は1990年に第 1次3カ年計画

(90~92年）発表して金融改革を開始したか，そ

の目的としては．市場機能を重視した経済の実

現，政府介入の縮小，貯蓄動員と効率的資源配

分の促進．国際競争力の強化，将来の金融市場

開放への準備，が挙げられた。改革は．競争促

進によって効率性を改善するための規制緩和措

罹と競争激化によって金融システムが不安定化

するのを防止するためのプルーデンシャル規制

の強化措眉の 2本柱から成っている。具体的な

金融改革の内容ふ (1)金利規制．外国為替管坪
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表1 1980年代後半からのタイの金融改革

金利自由化

1989年6月 商業銀行の満期 1年超定期預金金利の上限規制を撤廃

1990年3月 商業銀行の満期 1年未満定期預金金利の上限規制を撤廃

1992年1月 商業銀行の貯蓄性預金金利の上限規制を撤廃

1992年6月 商業銀行の貸出金利の上限規制を撤廃

金融会社の貸出・借入金利の上限規制を撤廃

1993年10月 I金利構造の透明化のため商業銀行による貸出金利の公表を義務付け

外国為替管理の緩和

1990年5月l向 8条国を公式に表明]紅常取引に関わる外国為替取引を自由化）
1991年3月 輸出入業者・居住者による外貨の保有と海外送金について規制緩和

1992年4月 政府および関連機関による外貨保有と海外送金を許可

1993年3月 46銀行にバンコク・オフショア金融センター (BIBF)業務を許可

1994年2月 1海外旅行での外貨持出し規制の撤廃，居住者による海外投資上限の引上げ，など外国為替

規制を緩和

1994年11月 I BIBF業務認可銀行に地方支店開設とバーツ建て預金を許可

金融機関に対するプルーデンシャル規制の改革

1991年6月 法定準備に必要とされる国債保有義務を緩和

1993年1月 資産・負債比率に関する BIS国際基準を導入

1993年6月 最初の格付け機関，タイ格付け情報サーヒス (TRIS)を設立

1994年8月 金融業務と証券業務とを分離するガイドラインを制定

1994年11月 商業銀行の対外純資産と負債を資本金のそれぞれ20％と15％以内とする上限規制を導入

金融機関の業務規制の緩和

1987年 ＇商業銀行による手数料業務（ローン・シンジケーション．フィージヒリティ・スタディ，

カストディアン・サービスなど）を認可

1988年 金融会社による保証，リース，カストデ，ィアン・サービスを認可

1991年6月 法定準備に必要とされる国債保有義務を緩相

1992年 商業銀行に対して国公債の引受業務，譲渡可能性預金の発行． ATMの24時間営業を認可／

農業など特定部門向けの義務融資を緩和

1993年3月 46銀行に BIBF業務を許可

1993年5月 支店開設に必要とされた国債の保有義務を廃止

1995年6月 5銀行に対して商業銀行業務への新規参人を許可

資本市湯の改革

1987年6月 株式巾場へのI?：場基準を緩和
1987年9月 非居仕者向けの株式売買市場を開設

i三三；三且こ（出所） Hataiseree (1995)および河合 0996)より筆者作成。
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規制，金融機関の資産負債管理と業務規制を緩

和すること，（2）金融機関の管理・検査を改善し

国際的基準の達成を目指すこと，（3）金融機関と

金融サービス市場の効率性を高めること，（4）金

融取引費用を低減させるために決済機構を改善

すること，の4分野が目標とされた。

第 1次改革の政策目的をさらに実現すること

を目指して，第2次3カ年計画 (1993~95年）か

1993年に開始された。同計画では第 1次改革の

目的に加えて，貯蓄動員，金融サービスの農村

地域への拡大，バンコクrti場の国際金融センタ
- (regional financial center)化が目標とされて

いる。これらの計画は，幅広く効率的な金融産

業を育成することによって投資の資金コストを

ー一層低下させ，今後のタイの経済成長を有効に

支援していこうとするものである。さらに1995

年には，先物およびオプション取引市場の導人

と国内金融市場の競争促進を含む第3次3カ年

計画 (96~98年）が発表された。

2. 金融改革前の銀行部門の競争環境

金融改革によって金利規制と業務規制が緩和

タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

されるまで，タイの銀行部門では預貸金利や銀

行業務について厳しい規制が存在し，規制色の

強い市場環境が維持されていた。このような市

湯環境の下で，タイの地場商業銀行は内外の金

融機関および金融市場との競争関係から分断さ

れてきたと考えられる。

地場商業銀行は海外市場あるいは海外金融機

関との競争から保護されていた。第 1に，タイ

の地場商業銀行は海外市場との本格的な競争を

回避てきた。タイ居住者および企業による海外

市場からの直接的な資金調達は例外的であった。

表2に見られるように，タイでは地場銀行を経

由しない直接的な海外資金調達は少なくなかっ

たが，その多くは外資系企業によるものと考え

られる。そして外資系企業の資金調達について

も配当金の海外への送金に外国為替規制が課せ

られるなど，完全なフリーハンドが確保されて

いたわけではない。第2に外国銀行の新規参入

規制や経営内容への規制によって，外国銀行と

地場商業銀行の競争も回避された。また，会叶

基準や経営風土の違いからタイ地場企業の情報

表 2 民間海外資金の調達形態
（単位：億バーツ）

198:l 1985 1987 1989 1991 1993 

61 -76 -65 451 

商業銀行 155 ~ 147 61 -76 一65

BIBF2)経由 l号473

非銀行部門 183 196 165 1,599 2,688 2,336 

直接投資純額 82 44 47 444 471 345 

その他海外借入純額 42 21 160 469 1,437 4563 

址券投資純額 3 3 9 l 29 367 38 1,226 ! 187 

非居住者バーツ預金 53 108 106 281 524 l, 073 657 

その他 2 15 43 38 217 147 59 

総額 337 5l 227 2,787 2,973 

（出所） タイ中央銀行 (Bankof Thailand)の内部貨料c
（注） 1) 1 ~9月までの合，；L2) バンコク・オフショア金融センター C、 3) BIBF開設に付う振替え調幣分
を含む。
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開ホは不十分であり，外国銀行か地場企業への

営業を拡大するのば惰報面で大きな困難かある

ともいわれてきた。

地場商業銀行は，他の国内金融機関や資本市

場との競争からも保護された。第19こ，地場銀

行とその他の金融機関との競争は業務規制によ

って制限された。例えば銀行と競合的な金融会

社の業務については，貸出規模の規制が設けら

れ，大手企業へは銀行，中小企業へは金融会社

という市場差別化が図られた。つまり，融資業

務で銀行と競合する金融会社は，個別融資額の

上限を銀行よりも低額に抑えられ，大口の資金

需要を持つ大手企業は銀行へ，小口の資金出要

を持つ中小企業は金融会社へという市場差別化

が図られた。第2に，タイの資本市場は未整備

かつ未発達であり，多くの企業にとって重要な

賓金調逹手段として利用するにはイ吋十分であっ

た。銀行融賢はこのため企業の資金調逹手段と

して菫要であった。

各種の金融規制と銀行経営に対する政府介人

措置によって，地場廂業銀行相互間の競争もlぃl

避される傾向にあったと考えられる。第 1に，

1980年代前半にはタイの経済恰絡は好調とはい

えす，金融部門でも金融会社なとの経営悪化な

どが表面化し，政府は金融システムの安定を正

視するW場から金融機関の保護措置をとった。

第2に，金利規制と銀行業務規制によって商業

銀行の経営選択の余地は狭められて，各銀行か

特徴を活かして経営を差別化することは難しか

った。第 3に，政府の銀行政策も， BIS規制に

基つくような銀行の白己貞任原則に則った経営

決定を促すというよりも，経営を規制ずること

によってシステムの安全性を確保しようとする

ものであった。このような各種の規制措iPiは1角

6 

業銀行相互の競争に抑制的な効果をもたらした

と考えられる。

3. 金融自由化政策と銀行部門の競争環境の

変化

1980年代後半から進展した金融規制の緩和政

策によって，地場商業銀行を取り巻く競争環境

は，資金調達および資金運用の両面に関して強

まってきている。第 1に， 1980年代末から，地

場甜業銀行と海外金融市場並ひに海外金融機関

との競争が急速に高まった。その要因としては，

外国為替規制の緩和を背景として，信用力を高

めたタイ企業が国際資本市場からの直接的な資

金調達を拡大していることが挙げられる。また

1994年にバンコク・オフショア金融センター

(Bangkok International Banking Facilities: BIB 

F)か開設され，多数の外国銀行か巾場参人した

ことも直要てある。表 20)示すように，（BIBF

を含む）海外資金調達は急増しており， この結

果，地場銀行と外国銀行の競合が厳しくなって

きている。

第2に，地場商業銀行は資金調達および資金

表 3 金融機関別の金融資産残裔0)構成比

(%) 

1986 1990 1991 I I 1992 1993 

商業銀行 70.8 I i I 58.5 56.2 49.1, 36.8 
金粧会社 l {）．l, l o. 6 9.8 10. l. 8.0 

生命保険 o.8 I 0.8 0.8 0. 7 i 0.5 

ミューチ
ュアル・ 1 0.1 0.41 0. 3 1 0.7 1.3 
ファンド

政府貯岳
9.6 3.9 3.2 2.2 

銀行

株式 36.2 51.2 

合，；十 100.0 100.0 

(ilii所） BangkokBank (1994) 



1997060009.TIF

表4 家計部門貯蓄の金融機関別動員

（残高年末値）
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運用の両面に関して，国内の金融・資本市場で

他の金融機関と厳しい競争に直面しつつある。

資金調達面における競争関係の変化要因として

タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

は，銀行預金と競合する金融資産が増加したこ

とが挙げられる。タイの金融資産残高の変化を

示した表3によれば，近年証券市場は爆発的拡

大を示している。証券市場の拡大は株価の上昇

によるだけでなく，発行株式数・上場企業数の

増加も著しい。家計部門の資産保有を示した表

4によれば間接金融の内訳についても， 1980年

代後半からは金融会社取扱い商品などの需要が

拡大している。 これは家計部門の資産保有が拡

大してリスクは高いが収益性に優れた金融資産

への需要か増加したことか基本的原因であろう

か，金融改革によって証券市場の育成が図られ

たとともに業務規制の緩和によってミューチュ

アル・ファンドなど新たな競合商品が導入され

たことも重要である。

資金運用面における銀行の競争関係の変化要

因としては，企業部門とりわけ大企業の資金調

達手段か多様化したことか挙げられる。 1980年

代木からの証券プームとともに株式市場は急拡

大を遂げ，大企業にとって重要な資金調達手段

として機能するようになった。 また金融会社の

図 1 主要金利の推移
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商業銀行定期預金金利(3カ月）
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（出所） Quarterly Bulletin, Bank of Thailand, various issues. 
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貸出上限規制が緩和され，貸出市場における銀

行との競合が拡大したことも重要である。この

結果，大手企業は銀行，中小企業は金融会社と

いう市場差別化が弱められ，融資先企業をめぐ

る銀行の競争環境は厳しくなってきているとい

われる（注2)。

このような銀行の経営環境の変化は，図10) 

主要金利の推移からも窺える。商業銀行最低貸

出金利 (minimumlending rate)と金融会社プラ

イムレートおよび商業銀行定期預金金利との格

差が近年著しく縮小したことは．資金調達と貸

出先の両面において銀行と金融会社の競合関係

が強まったことと一致している。同様に．商業

銀行定期預金金利と金融会社借入金利の接近は、

両者の代替性の強まりを示している。また銀行

と金融会社の貸出金利差の縮小は，両者の融資

先企業の競合度が進んだこととも対応してい

る（注3)。さらに BIBFの開設後，金融会社プラ

イムレートと商業銀行最低貸出金利の格差が縮

小したことは，外国銀行と金融会社との競争が

強まっていることを示しており，内外金融市場

の分断は弱まりつつあると考えられる。

（注1) タイの金融改革の進展については， Nijatha-

woen (1993), Wibulswasdi and Tanvanich (1993), 

Hataiseree (1991)，およびKirakulet al. (1993 : 39-

54)に基づいている。なお3カ年金融改革計画について

は，パコーン・マラクール・ナ・アユダヤ (Pakorn

Malakul Na Ayudhya)タイ中央銀行副総裁のスピー

チ (1994年11月24USEANZA総裁シンポジウム）を

参照した。

（注2) 例えば． Davies(1994 : 18-20)に指摘され

ている。寺西 (1991)や奥田 (1995)によればタイの金

融資産需要は金利変化に敏感であるとされ，このような

指摘は不自然ではない。

（注3) ただし，「金融会社の貸出借人金利スプレッ

ド（＝金融会社プライムレートー金融会社借人金利）」

8 

は「商業銀行の預貸金利スプレッド（＝商業銀行最低貸

出金利一商業銀行定期預金金利） j をほぼ一貫して上回

っており，この傾向には1990年代以降も目立った変化は

見られない。この点は銀行と金融会社の業務内容が依然

として異なっていることを示唆している。

III 銀行業の生産活動と金融自由化

1. 銀行業の生産関数と費用問数

粕谷 0993:57)に倣えば，銀行は「調達資

金，各種器材などの実物資本，および労働力を

投入して，貸出や有価証券運用などを行う企

業」である。銀行の生産活動における生産要索

は調達資金，物的資本（実物資本），および労働

（労働力）であり，生産物は貸出業務などの各

種の業務を通じて提供される金融サーピスであ

ると考えられる。ここで金融サービスを伝統的

な貸出業務に伴うサービスとその他サービスに

二分して考えよう。

このとき銀行の生産活動は生産関数F:R3→ 

だで要約される。 Q1, Q2およびQ3は生産要

索の投入量で，それぞれ調達資金，物的資本，

および労慟を表す。また｝］と凡は銀行の生産

物の産出量で，それぞれ貸出業務に伴うサービ

スとその他サービスを表す。

(Y1, Y2) = F (Qi, Qz, Q3) (1) 

銀行の生産する金融サービスはその市場価値

である「収益」で表される。例えば銀行が生産

するすべての金融サービスの市場価値は経常収

益て表され，貸出業務に伴うサービスの市場価

値は貸出金収益で表される。銀行の生産物であ

る金融サービスの数量は計測できないが，生産

物価格が一定であるとすれば，「収益j は数量

指数と一致する。そこで，以下では銀行の生産
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物を「収益」で測るものとしよう。銀行の金融

サービスのうちで貸出業務に伴うサービスY1

は貸出金収益で，その他サービス凡は非貸出

金収益（＝経常収益ー貸出金収益）で測られるこ

とになる（注 l)。銀行の生産活動において，調達

資金Qぃ物的資本Q2, および労働Q3の投入

斌は，調達資金額，建物・器材などの市場価値，

および行員数で測られる。またこれらの生産要

素価格はそれぞれを資金調達利回り P1，物件

費価格Pぃおよび人件費価格P3で表される。

銀行の生産費用Cは各生産要素の投入量にそれ

ぞれの価格を乗じたものの合計として(2)式の費

用関数F:R5→Rで与えられる。同式のPIQぃ

p2仙およびP3仙はそれぞれ調達資金，物的

資本，および労働への支出を意味するが，これ

らの項目は銀行財務データにおける資金調達支

出，物件費，および人件費に対応する。

C = C (Y1, Y2, A, P2, A) 

=P1Q1 +P2Q +P3仙 (2)

2. 銀行業における「規模の経済性」と

「範囲の経済性」

Leland and Pyle (1977)の指摘するように銀

行業の本質が情報生産活動にあるとするならば，

十分な競争的環境のもとでは，この産業は大き

な固定費用を必要とする費用逓減産業の性質を

持つことになり，その費用構造に「規模の経済

性」，「範囲の経済性」が観察されるはずであ

る(ii2)。「規模の経済性（より正確には全生産物

に関する規模の経済性）」とは，生産要素投入の

等比的拡大に応じて生産量がその比率以上に増

大する技術状態をいい，（2）式の費用関数を用い

タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

で定義することができる。一般に，固定費用の

仔在する産業では，生産規模か拡大するほど平

均費用が低下するので，「規模の経済性」が発

生する。銀行業には店舗，コンピュータ・オン

ラインなどの物的資本のレンタル料など，金融

サーピスの生産規模が縮小しても一定限度の支

出が必要な固定費用が存在する。したがって銀

行業では「規模の経済性」の発生が予想される

が， Gilliganand Smirlock (1984)や Gilligan,

Smirlock, and Marshall (1984)などによる先

進諸国の実証研究では，銀行業における「規模

の経済性」が観察されている。

一方，複数財を同一の生産過程で生産するこ

とで，それぞれを個別に生産するよりも，同じ

投入量でより多く生産することができる技術状

態を，「範囲の経済性」があるといい，（2）式の

費用関数を用いて，

C (Y1, y2, p1, p2, p3)＜c (Y1,0, 

p1, p2, p3) ＋c (0, Y2,p1, p2, p3) （4) 

で定義される。このような「範囲の経済性」が

発生する理由は，複数財の生産過程である生産

要索が共通要素に利用される場合に，各生産物

を別々に生産するよりも，同一の生産過程で複

合生産した方が生産コストが節約できるからで

ある。銀行業では，複数の金融サービスの生産

において，店舗・コンピュータなどの物的資本

や顧客情報など多くの共通生産要素が利用され

るため，「範囲の経済性」が発生する可能性が

高い。上記の 2つの先行研究などの先進諸国の

実証研究でも，「範囲の経済性」が確認されて

いる。

て，

C (n Yi, n Y2, A, P2, P3) 

< n C (Yぃy,2，p],p2, p1) (3) 

3. 金融自由化と銀行経営の変化

金融規制によって銀行の営業範囲が限定的で

あり，業務の多角化ができないならば，「範囲

，
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の経済性」が発生しないのは自明である。「規

模の経済性」についても，金融規制か厳しく銀

行を取り巻く市場環境が非競争的な場合，浪費

されてしまう可能性がある。非競争的市場では，

銀行が費用効率性を高める誘因が慟かない。こ

のために，例えば，給与・賞与として過大に配

分されたり，華芙な店舗・過剰な厚生施設・ 1く

必要な専用車の配備などといった形てフリンジ

・ベネフィットとして配分されたりする。また

銀行行政の一環として，政策当局が，規模の大

きな上位行に対して，収益性の低い農村地域へ

の支店開設を要請したり，費用の高い海外支店

の経営を要語したりすることもあり得る。

金融自由化政策によって業務規制が緩和され

競争的な銀行市場ができあがれば，「規模の経

済性」や「範囲の経済性」が観察されるように

なるであろう。業務規制の緩和は銀行の意思決

定の領域を拡大するであろうし，競争環境の高

まりは銀行が費用効率性を改善する誘因となる

であろう。このような市場環境下では，過大な

賞与やフリンジ・ベネフィットあるいは政策当

局の期待するような過剰支出といった浪費的支

出は，銀行にとってもはや受け人れ難いからで

ある。先進国と途上国で銀行業としての特質か

同じであるならば，規模拡大による「規模の経

済性」と多角化による「範囲の経済性」の追求

は，営業性用削減の鍵となる。説争市場では告

用最小化努力は銀行経営にとって必須条件であ

り，これらの経済性の実現が競争に生き残るた

めには不可欠となるからであるし

ただし，金融自由化によって銀行か費用節減

をH指して「規模の経済性」や「範間の経済性

を追求する場合，銀行規模の違いによって具体

的な経営戦略に差が生じてくるかもしれない

IO 

例えは，金融技術や通信技術の急速な発展が続

く最近の銀行業では，「規模の経済性J と「範

囲の経済性」の追求には，多額の投資資金が必

要となる。このような多額の資金負担に耐える

ことができる大規模行は，積極的な投資によっ

て事業規模の拡大と経営多角化を進める戦略を

とるかもしれない。しかし多額の資金負担に耐

えられない小規模行では，富裕層など特定顧客

層を対象として経営多角化を進め，「規模の経

済性」の追求を諦め「範囲の経済性」を重視す

る方か有利かもしれない。中規模行では，大規

摸行に比肩するまで規模拡大や多角化を行う資

金的余裕は乏しく，また小規模行のように顧客

を絞って多角化するには既存の店舗網・顧客層

を犠牲にするコストか高すぎるかもしれない。

このような銀行は積極的に費用効率を高めるこ

とは難しく，人件費の抑制など要素の単価切り

下げによって費用効率を改善するJjが望ましい

と考えるかもしれない。

（注 l) 銀行の牛産する金融サーピスを示す指標とし

ては〖総収益」のほかに預金・貸出の総額あるいは件数

をとる場合もある。詳しくは筒井 (1988) を参照された

し)'，

（注 2) -規模の経済性」， r範囲の経済性」の計測につ

いては．日本に関して黒田・金f(1986)，粕谷 (1993),

広田・筒井 (1992)等の， アメリカに関して Gilligan

and Smirlock (1984). Gilligan, Smirlock. and 

Marshall (1984)等の多数の研究か存｛！寸する，

w 地場商業銀行の経営構造の変化

第v節以降の計燿分析に進む準備として，本

節ては，前節の議論を踏まえて地場商業銀行の

経営構造の変化を検討しておこうし，本節て得ら

れた基礎的情報が，第v節および第VI節で計旦
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図2 タイ地場商業銀行の総経常収益に占め

る非貸出金収益の割合
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タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

図2は，タイ地場商業銀行を規模別の3グルー

プに分けて，総経常収益に占める非貸出金収益

の比率を表したものである。 1993年時点で上位

行グループでは10％を超す水準になっている。

一方，営業規模が小さい中下位行グループでは，

時期によって収益の内訳が大きく変動しており，

多角化の進展は上位行ほど安定的ではない。タ

イの商業銀行の生産物の多角化は，今後本格化

していくものと考えられる。なお，上・中・下

゜1985 86 87 88 89 90 91 92 93年 位行ぱ， 1990年の総資産を基準にそれぞれ5行

（出所） 育者作成。

分析の推計結果を解釈するときの基盤として利

用される。検討の要点は，銀行の規模による経

営構造の違いに注目し，生産物，生産要索．要

素価格の3点とする。なお．本節で利用される

データの出所は，第V節第2項で説明されるも

のと同じである。

1. 収益構造ーー銀行の生産物の多様化一

商業銀行の生産物が「収益」で測られるとす

れば，銀行の収益構造の変化から生産物の変化

を理解することができる。タイの地場商業銀行

の経常粗収人は，貸付金利息や手形割サl料など

伝統的な貸出金収益と，有価証券運用やその他

の手数料収人から得られる非貸出金収益（ここ

では，経常収益ー貸出金収益として計算する）に大

別される。前者は貸出業務サービス産出塁YI

に，後者はその他サービス産出憤凡に対応す

る。

タイ地場商業銀行の経常収入は，そのほとん

どが伝統的な貸出活動からの収益に依存してい

た。しかし金融改革の進展とともに地場銀行の

業務多角化が進行し，総経常収益に占める非貸

出金収益の比率は継続的に増加しつつある。

ずつグループ分けされており，以下の分析でも

同様である。

図3は資金の平均運用利回りを表したもので

ある。グループ別の平均利回りでは，中位行グ

1レープの利回りが最も低く，上位行と下位行の

金利は年によって順位が入れ替っている。この

ような傾向には， 1989年からの金利自由化以後

も目立った変化は見えていない。中位行グルー

プの利回りが他のグループよりも低い理由は不

明であるが，グループ別の平均利回りの格差は，

嗜後的に見る限り先進国と比べてまだ小さく，

図3 タイ地場商業銀行の資金の平均運用

（％） 
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表5 タイ地場商業銀行の平均要素生産性の変化

(1) 産出・調達資金比率
---T'  

1985 I 1986 i 1987 : 1988 I 1989 

；二：口〕［［
（2) 産出・物的；；［［平I―--ェ

1990 

0.12 

0.12 

0.12 

1991 

0.14 

0.14 

0.14 

1992 

0.12 

〇.14

0.13 

1993 

0.11 

0.12 

0.13 

1989 i 1990 I 1991 I 1992 1993 

6.26 

4.47 

3.59 

7.04 

5.85 

4.28 

10.78 

8.25 

1.91 

ー

1

6

5

3

5

 

••• 3

5

2

 

3

5

0

 

1

3

6

 

．
．
．
 

6

6

3

 
(3) 産出・労働比率

-
8
9
i
4
1
1
3
0
9
-

U
J
-

．． 

l

-

]
］

]

 

□|
|
↓
 

函

2
4
9
9
9
5
-

1
9
-
L
o
o
 
；
 

□_ 
五
-
1
0
国
一

丁
|
_
1
5
8
7
8
3
 

6
-
8
 

[
1
9
-
L

心一三
1990 

2.07 

1. 70 

1.57 

1991. 1992 i 1993 

2.66 I 2.40 I 2.49 

2.27 I 2.24 I 2.40 

1. 99 I 1.82 i 1.85 
I 、

それほど大きなものではない。

2. 費用構造一ー銀行の生産要素投入の特徴ー—

次にタイ商業銀行の生産構造を，要素投人面

から検討しよう。表5は，銀行の生産活動にお

ける各要素の平均生産性を，産出・調達資金比

率YIIQぃ産出・物的賢本比率｝いQ2,産出・

労働比率Y豆仙として表したものである。ま

ず調達資金は一種の中間投入財としての性格が

強く，その生産性は時間を通じて一定である。

また，上・中・下位行グループ別で明瞭な違い

は観察できない。次に物的資本の生産性を見る

と，近年の積極的な近代化投資の結果低下傾向

が見られふ規模別では，一貫して上位行ク！レ

ープの生産性が最も高く，下位行グループの水

準が最も低い。ただし， 1990年代に人ってt位

行グループの固定資産投資が急増したため，最

近では中位行グループの生産性が上位行グルー

プを上回っている。最後に労働の生産性を見る

と，物的資本の充実に伴って急速に生産性が向

上している。規模別では，一貫して下位行グル

ープの生産性が最も低く，上中位行グループの

生産性が上回っているC 中位行グループの生産

性は1980年代末まで下位行グループと同水準で

図4 タイ地場商業銀行の労働・資本比率の変化

（％） 
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（出所） 筆者作成。
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あったが，金融改革が本格化した1990年代以降

持続的に上昇し上位行グループと同水準に達し

ている。

要素生産性の変化は，要素投入比率の変化に

も現れている。図4は労働・資本比率QりQ2の

変化を上・中・下位行グループ別に示したもの

であるが，近年の固定資産の増加によって，ぃ

ずれのグループについても労働・資本比率の低

下が観察される。また，労働・資本比率の低下

の割合は上・中・下位行のグループによって違

うため，各グループの要素集約度にも格差が生

じてきている。従来はいずれのグループでも労

慟・資本比率はほぼ同等であったが，最近では

上下位行グループがより資本集約的な生産を行

い中位行グループはより労働集約的な生産を行

うようになってきている。

タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

3. 要素価格変化との対応関係

表6は要素価格変化を見たものであるか，次

のような特徴が観察される。

資金調達平均利回り代（＝利子支出／調達資金

残裔）は．市場需給の変化に対応しながら連動し

ているが，おおむね上位行グループの資金調達

平均利回りが最も低く．中位行と下位行では年

によって互いに順位が人れ替っている。上位行

グループが有利な資金調達を行っているのは幅

広い店舗網を活用した強力な預金吸収力を反映

しており，他のグループが不利なのは預金不足

分をコストの割高な「その他借人」で賄ってい

ることに対応していると考えられる。このよう

な傾向は金融改革の進行後も変化は見られない。

物件費価格P2を，平均物件費（＝物件費／物

的資本）の変化として見ると．いずれのグルー

プの平均物件費も増加しているが，上位行グル

表 6 タイ地場商業銀行の平均要素価格の変化

(1) 資金調達平均利回り（利子支出／調達｝月金残高） (%) ...．．.．．．．．．．．．．．．．---|'’’9, 9 -—→一

1985 1 1986 1 1987 I 1988, 1989 I 1990 • 1991 I 1992 I 1993 

二1-Y喜：：：1：ば冒：孟．：：汀： ：．：： 下位←行 9. 42 8. 27 6. 18 5. 83 1 7. 07 8. 35 10. 58 8. 04 7. 12 

(2) 平均物件費（物件費／物的資本）
、9 - ”ツ ””`  ←← 一言ー、、---・  ・ ・・、 .― ` 

王三三［［三三三1旦三
(3) 平均賃金（人件費／行員数）

●=r19851―----1 ̀— （単位：・100万バーツ）

1985 I 1986 ! 1987 I 1988 I 1989 I 1990 • 1991 I 1992 1993 

：l□戸霞□員戸直［［三[
13 
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ープの平均物件費が最も高く，中位行グループ

の平均物件費が最も低い。上位行グループの物

件費価格が高いことについては，近年の「その

他収入」の拡大．積極的な設備投資を考え合わ

せると，業務の多角化のための高価な設備の購

人が影響している可能性を指摘できる。ただし、

1993年にはこうした関係に変化が見られ，新た

な構造が現れつつあるようにも見受けられる。

人件費価格化の変化を平均賃金(=---人件費／

行員数）として見ると，いずれのグループの平

均賃金も次第に上昇しているが， 上位行グルー

プの平均賃金は他のグループに対して常に高額

である。また中位行と下位行の平均賃金は1980

年代中期にはほぼ同一であったが，近年は次第

に下位行が中位行を上回るようになってきてい

る。

賃金が1980年代から堅調に上昇しているのに

対し，物件費の急激な上昇は90年代になってか

らである点に注目すると，労働・資本間の要素

代替がある程度要素価格の変化に対応している

ものであるようにも考えられる。しかし，特に

金融自由化政策が大きく進展した1990年代に，

資本集約度が急速に高まってきている点は，こ

のことからは説明がつかず，この時期に生産技

術そのものが変化した可能性も指摘できる。

4. 商業銀行の費用構造と利益率

表7は，商業銀行の資金調達費率P1Q1/Yぃ

物件費率圧QりYぃ人件費率P3仙 Y1を，上

・中・下位行グループに分けて比較したもので

ある。これらの比率は，各要素について表5の

生産性の逆数に表6の価格を掛け合わせたもの

になっている。ここで表5,表6と合わせて表

表1 タイ地湯商業銀行の主要経費率の変化

(1) 資金調達費率（資金調達支出／貸出金収益）

,

0

2

2

 

i
9
0
-
5
4
5
8
 

12) 物件骰率（物件り／貸出金収益）

1987 I 1988 1989 
.．．．．→・・ •””””て"””””””””

4 0. 0510 0. 0469 0. （）420 0. 0323 0. 0323 0. 0342ら 0.0366 rn 0 I 0.0470 I 0.0418 0.0347 I 0.0244 I 0.0231 I 0.0262 ・ 0.0284 

4 I 0.0704 I 0.0658 I 0.0470 I 0.03811 0.0422 I 0.0481 • 0.0515 
← ? 

13) 人件費率（人件費／貸出金収益）

三三II三三三三
（出所） 管者作成

I4 



･ 地場商業銀行の費用関数の計測

1997060017.TIF

7を見ると，次のような特徴が観察される。

資金調達費率を見ると，上位行グループが最

も低く，中下位行グループに対して金融改革が

本格化した1990年代以降も優位を保っている。

Qり兄（表5の産出・調達資金比率の逆数）はほ

ぽ同一であり，資金調達費率の差は調達コスト

化の差を反映している。

次に物件費率については，中位行グループが

最も低く下位行グループが最も高い。これは

Q2/Y1 （表5の産出・物的資本比率の逆数）の差

にもっばら基づくもので，上 1汗^ 位行の積極的な

近代化投資を反映していると考えられる。

また人件費率を見ると，物件費率と同様に，

中位行グループが最も低く下位行グループが最

も高い。中位行は労慟生産性において上位行グ

ループと同水準にあり，平均賃金において上位

行を下回っていることをこれは反映している。

以上のように下位行グループは，資金調達費

率，物件費率．人件費率のいずれについても他

のグループに比較して高率であり， との生産要

索についても高経費となっている。 l：中位行グ

ループを比較すると．前者は資金調達費率で優

位にあり，後者は物件費率と人件費率で優位に

あるといえる。

図5 タイ地場商業銀行の総資本利益率

（％） 
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（出所） 筆者作成）

タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

タイの商業銀行においても経費の中では資金

調達費用が最も大きく，次いで人件費，物件費

の順となっている。このため上・中・下位行グ

ループに分けて総経費率を比較すると，資金調

達費率で最も優位に立つ上位行グループが最も

低く，次に物件費率と人件費率で優位に立つ中

位行グループがこれに続き，下位行グループが

最も高水準になる。

図2に見るように，タイの地場商業銀行は，

上・中・下位行のどのグループも収益の約90%

を貸出金収益に依存しており，貸出金利回りぱ

グループ間の差がほとんど無い。したがって，

地場商業銀行のグループ別の経費面での違いは，

粗収益の格差にそのまま反映される。図 5は上

・中・下位行グループについて，総資本利益率

の変化を見たものであるが，上位行グループの

優位が明瞭である。

V 地場商業銀行の費用関数の計測

1. 計測の目的と方法．およぴ「規模の経済

性」，「範囲の経済性」の定義

自由化政策の進展に対応して， t也場銀行の経

営は変化しつつあるが，それが銀行の経営効率

の改善につながっているかどうかについては財

務分析では明らかにできない。本節では費用関

数を推計することによって，経営効率の改善を

費用関数の変化から計測してみよう。推計作業

においては特に「規模の経済性」と「範囲の経

済性」に注意を払う。本節では， 1985年から93

年までの年次データを用いて計測を行うことに

より，金融規制緩和と銀行業の生産・費用構造

の関係について分析を行う。

推計に用いられる式は，以下のトランス・ロ
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タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化
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グ型費用関数である。
2 3 

lnC =a。＋区akIn Yk＋区此 InPj 
k 

l 2 2 
+-,~~ okj lnいlnYJ 
2 k J 
l 3 3 
+-22 ykJ ln P』nPJ (3) 
2 k J 

この関数が費用関数として適切な特性を持つ

ためにはパラメーターが交叉項に閃する対称性

(b,hーり Kr,y”-yぃ），生産鼠と要素価格に関

する単調増加性 (a,>O，化＞0), 要素価格に関
m m 

する 1 次同次性 (~{3」- l, 2ykJ -0)，2階条

件 (a℃ '98PJapk三（）），の各条件を満たす必

要がある直 I)o 

(3)式で定義した「全生産物に関する規模の経

済性」は，（5）式のもとでは規模弾力竹s,,)を用いて，

ふ＝alnC/alnn=JlnC/a In 1'1 

+alnC、l]nい＝ U l l a2 < l 
と表現できる。個別生産物（例えはド）に関す

る規模弾力性もli-il様に，四用関数C(tY,,｝ふ

I'1, I'2, P3) o)もとでS、1-8 lnC/3 lnt -a 1て

測ることかできる。

「範圃の経済性」は(4)式で定義されるか，右

辺第1, 2項0)費用を虹接推；；トナることは困難

である。そこで本稿では粕谷 (1993)など多く

の研究と[,i]じく，（4）式の十分条件てある範囲0)

補完性によって「範囲の経済性」を叶測してい

る。範間の補完性は(5)式を平均値の周りて』測

する場合には以卜V)ように定義できる。

I8 

8 ℃ (、［ 8 2InC 
a Y18 Y』 -y]• Y2 8lnY13 ln凡

alnC alnC 
ilnY1. 8ln}： ］ 

芦＼r2[ b12+(a1+811lnY1 +b,2ln凡）・

（（い十 812lnYi+822lnY2)_

了t□叫＋ (lI • a』<o 
（ただし， lnY1=lnY,= 0となる）

2. データ

推計作業で使用したデータは1985~93年期の

地場商業銀行の年次データであり，タイ中央銀

行(Bankof Thailand)から提供された銀行別財

務データ，各銀行の年次報告書，バンコク銀行

(Bangkok Bank)のStatisticalData on Commer-

ci(1[ Ba油sin Thailand,に基本的に依存して

いる。なお，各生産物および要素価格の計算の

詳細は補論1にまとめてある。

3. 推計結果と解釈

1985年から93年までの期間について推計を行

った結果が表8である。推計は，全商業銀行15

行，上中位10行，中下位10行のサンプルで行っ

ている推叶結果はm，位の t値が低く， /33 

については符号条件が満たされていない難点が

あるが，その他についてはパラメーター制約，

t値とも良好な値をボしている。また，説明変

数間に深刻な多重共線性が存在するか否かにつ

いて確認するためにリッジ回帰も併せて行った

恥単純最小2乗法(OLS)による結果と顕著な

相違は見られなかった。

全商業銀行について見てみると1986年と93年

を除いて，費用の「その他業務」に関する弾jj

性（豆が有意水準に達していない。 1その他業務J

ヵ費用と無関係であるという事実は，タイの商

業銀行か従来，貸出業務にほほ特化しており，

その他収益」は貸出業務に伴う付随的なもの

にすきなかったとし lう第1V節，図 2の分析と整

合的である。また， 1993年に全り「その他業

務」による費用負担が行意に利き始めた点は，

白由化以降の大規模行を中心とする業務多角化
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を示唆するものである。

費用効率性について，費用の個別牛産物に関

する弾力性 (0:Iおよび知）を見ると，上記のよ

うに「その他業務J に関しては明瞭な関係が観

察できないが，従来の貸出業務については，

1990年代に入って次第に弾力性a1が低ドして

きている。

「規模の経済性」については，以下の傾向が

ある。第1に， 1989年以前にははっきりとした

「規模の経済性」が見られない (87年について

は．尤度比検定の結果が5％有意であるが， mか

負であるため経済的意味を見いたしにくい） 3 タイ

の銀行市場について費用関数を計測した国際金

融情報センター (1990),Therapon (1990)等の

先行研究においても1980年代半ばまでの時期に

は「規模の経済性」が計測されておらず、本推

計の結果はこれらの結論と一致するものである＾

第2に， 1990年代に関しては「全生産物に関す

る規模の経済性」 (0:1+0:2) は90年代初期には

係数が比較的高いうえ有意でなく， 93年に0)み

5％水準で有意となっている。他方，貸出活動

に関する規模弾力性 0:1について注目すると，

1989年， 90年と低し水準にあったものが91年に

怨激に上}lした後，近年では徐々に低下してい

る。推計からは，全商業銀行で見た場合，「貸

出」という生産活動の側面では規模弾力性の一

時的なt昇が観察できるものの，生産活動全体

についての「規模の経済性」が生じていること

を確認することはできなかった。

しかしながら， t中位行・中F位行に分けた

推計結果からは，上中位行と中下位行において

は「規模の経済性」が観察できる。 t中位行に

ついては， 1989~91年という金融緩和の比較的

初期に「規模の経済性」か強く ttt測される。し

タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

かし， 1992年， 93年には「規模の経済性」は有

意でなくなっている。この観察結果は，大規模

行に多角化へ向けての費用負担の増加が見られ

るという，前節の分析と幣合的である。また，

規模弾力性の値についても， 1989年以降徐々に

上昇している傾向がある C 一方，中下位行につ

いては，むしろ規制緩和の初期には「規模の経

済性」が見られず， 1992年以降に観察されるよ

うになっている。この観察は全体として，自由

化の初期においては卜．中位行において涙見模の

経済性」が実現され， L中位行にやや遅れて中

ド位行が「規模の経済性j を実現した， と見る

ことができる。

一方，全商業銀行で見た「範囲の経済性」に

ついては1991年， 93年を除く推計で符号にはら

つきが見られ，また有意ではない。 1991年が唯

ー有意に負となっているが，有意水準は10％で

あり，安定的な推計結果とはいえない。また｀

1993年には10％水準で有意であるが符号は正で

ある。このことを四が徐々に止に利き始めて

いることと考え合わせると， 1990年代に進んた

業務多角化は，「範囲の経済性」を活かす形で

進んでいるものではないと判断てきる。ただ、

業務多角化の初期には，多角化すなわち「その

他業務 の増加が大きな追加的費用を必要とす

る状況にあることか考えられる。 1993年がその

ような過渡的時期に当たる可能性もある、また，

上中位行・中下位行に分けた推計結果からも，

「範囲の経済性」については結論に大きな違い

はなし'o

（汁:1) 実際の推計に打たっては．生産物0)費用に関

する 1次1,i]次件（2%二（））の仮定も制約として課した，
>=l 

また' 2階条件の具体的な適用方法については補論2を

参照されたい。推計に％たっては生産量と要素価格に関

I9 
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する単調性に関わる制約を除くすべての制約を課して折

計を行い，そのうえで単調性との整合性を確認する手酌

をとったc

VI 技術進歩と経営の非効率性

1. 推計の方法

本節では， 1985年から93年までのパネル・デ

ータを用いて推計を 2つの方向に発展させるこ

第 1に，すべての地場廂業銀行が最適な形で営

業活動を行っているという前節で暗黙0)うちに

採用されていた仮定を緩め，経営活動において

費用最小化を完全には実現していない可能性の

ある地場銀行の費用関数の推計を試みる。第2

に，パネル・テータを用いて推計期間における

銀行の経営活動の費用の変化を直接的に推.1+す

る。以下の推計においては，銀行の費用関数に

時間要因を導入することによって技術変化を明

ホ的に推叶できる形式に変更する C 本節の推計

方法は韮本的には粕谷 (]993)によっている。

前節までで見てきたように，タイの銀行部門

においては経営活動の多様化はいまだ端緒にあ

る状況である。よって本節では 1財生産のモテ

ルを用いて推計を行う。第 i商業銀行は期間 t

において，調達資金，物的資本，労働(/)3要素

を用いて総収人Y,tでホされる合成財を生産す

るものとする。第 i銀行の生産活動は(6)式の牛

産関数に集約することができる c,

y,t -G  (Q1,t, Qmt, Q：い） （6) 

ここて｝りは t期における第 i銀行の総収人，

Qいt,（Jぃ Q．いはそれそれ調逹資金，物的資

本，労慟を表している。

費用関数(4)式を修正して，第 i銀行0)t期の

費用関数を(7)式のようなトランス・ログ関数て

20 

あると仮定する。 (4)式とは異なり，ここでは商

業銀行の費用は経営効率の影響を受け経営の非

効率性は経営費用を引き上げる。第i銀行の経

営の非効率性の測度は確率変数μ,(μ,>-0, Var 

(μ) = 0りによって表される。 T(T二 t)は時
間の変化の費用への効果を表すタイムダミーで

あるこその他のノーテーションは前節で用いら

れていたものと同様である。

lnC,,=ao+ ail叫＋t叩 (I叫）2
+2bklnPk,t+ 

l 3 3 
、区~C1mlnP1,lnPm,
2 lm  

l 3 
+d1T+-d2T2十一区CnTlnPnit 

2 n 

+μ;+vu (i==l,2,・・・,N) (7) 

前節と同様に，ここでも特用関数が満たすべ

き4つの制約条件を課す。すなわち，交叉項の

対称性(8a)式，生産斌と要素価格に関する単調

増加性(8b)式，要索価格の 1次同次性(8c)式，

および費用最小化の 2階条件(8d)式である。

Ctm=Cmt (l,m=l,2,3) 

bk>O (k二 1,2, 3) 

(8a) 

(8b) 

:l 3 

L;bk=l, L;C1m=O (m=l,2、3) (8c) 
k 

7 8 ℃ 
Hp :aれapm]三0 (!, m、-1,2,3) (8d) 
般的には以上の制約下で(7)式の費用関数の

推計を行うにはμ,を特定化する必要があるが，

"Within推定撮＂を用いることによって化を

特定化することなしに不偏推定斌ふ囀い， Clm,

心らが推定てきることか知られている。すな

わち，まず(7)式に “Within変換”を施すことに

よって費用関数を変換し，この変換された呼用

関数について上の制約0)もとで単純最小2乗法

(OLS)によってdJ,bk曹 (:im,{lq，らを推計する。
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推計にあたっては最初に (Sa). (Sc)式の制約の

もとで(7)式を推計し，得られたパラメーターか

ら(Sb),(Sd)式の制約との整合性を確認すると

いう手順をとる。

ここで，第 i銀行の非効率性の指標と定数項

を合わせた値は(9)式で与えられる。また第 i銀

行の相対的非効率性入、は 110)式で表され，平均
N-1 

非効率性はi三 2ii,I(N-1)で与えられる。
1 

ao+μi-=lnC;,＝ふlnYu+tか (Inに）2

3 ^ 1', 3 
+2bKInPぃ＋—、ttc1mlnl)ぃ lnPm,
h 2 lm  

1 3 
+d1Ttd2T2十て区ふTlnlい (9) 

2 "';; 

ふ主(ao+μ;)-(ao+ μ)* 

ここで (a o + μ) *=min (a o +-μ ;) 

(i =1, 2,...、N) ¥101 

タイの金融自由化過程：こおける銀行業の生産・費用構造の変化

さらに，費用関数 C=C (zY, p1, p2, p3)に

関する生産物についての規模弾力性は⑪式で与

えられ，これが「規模の経済性」が存在するか

否かについての判断指標となる。すなわち，こ

の値が1未満であれは (a]＋心lnY< 1), -規
模の経済性」が存在すると判断できる。

ac -3 lnC 
az―a lnY― = a 1..,.. a 2 ln Y :111 

ここで，生産関数(6)式より銀行部門における

a lnY 
技術進歩率はり＝ で定義することができ

3T 
る。費用関数を用いてこれを表せば(121式の形に

なるc ここで，めはT期（基準年T":CO)におけ

る技術進歩率を，まt.d = 8‘市lnC-u2-a T ー＿T- は技術進歩

率の変化率を表す。また，幻は（ヒックスの意

味ての）技術進歩の偏りと呼ばれる係数であるゞ

表 9 推計結果

全商業銀行
・ •一~ ｀ 

推叶値 1値 直ー

i
 

,'ーLI1
 

-

9

,

 

，
 

面

上

it
 

1
-
3
1

日

＂推

中位行

推計値 t値

下位 1」1

推叶値 t 1世

係数

a1 0. 70979 15.61180 0. 6 1 9 8 3 9.:!6214 0. 56790 6.87863 0.92928 15. 97090 

a2 -0.21057 -2. 1 7 7 24 
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e, i 0.00680 4. 10272 0.00918 3. 3 7!) 2 7 0.01203 4.70998 -0,00320 1.0326, 

2.12569 0.00117 i I 0.99922 0.00012, 0.09647 0.00408 3. 5 1)588 
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2 I 



ｧ 結び

1997060024.TIF

en= 0なら第n要素に関して中立的技術進歩 技術進歩があったことが示唆される。しかし，

となる。

り＝
a lnC 
喩`｀ `‘` ` ̀ oT 

3 

ニー（小＋2d2T+~e』nPn) 1121 
n 

2. 推計結果

推計に用いられたデータは前節におけるも 0)

と同じである。 1985年から93年までの年次テー

タに関して推計を行った。推計の結果は表9に

示されている。 Ctm,dぃらについては t値が有
意水準を下回るものもあるが， lnY,(lnY)2曹ln

P, TO)j：要な説明変数の係数については概ね

想定される符号条件を満たし l値も付意である。

推計結果からは以下の点を指摘することがで

きる。 まず，「規模の経済性」 a1十四lnY<1 

はすべての推計サンプルにおいて観察され，先

行研究である Phaiboon(1994)の結果を基本的

に支持するものである。他方，銀行規模別に見

ると，「規模の経済性ーは中位行において大き

く， ド位行において小さしヽ。ただし，本推計て

は生産屈0)測度として名目値を用いている。ハ

ネル・データにおいて生産鼠を名目で測る場合，

時系列的変化により見かけの牛．産悶が増加して，

生産の規模弾力性が過大に評価される可能性か

ある。前節のクロス・セクション・データによ

る推計結果や今回の推計結果が極端に大きな値

であることなどから，この結果はかなり割り引

いて評価する必要があると考えられる。

銀行の規模別の推計結果に注目すると，タイ

廂業銀行の経営非効辛性の指標入，は概ね1.2程

度であり，銀行間の経営効率性に芹はほとんと

なし)ように見受けられる，〉

-Jj，全商業銀行のサンプルで見た場合會 り

>Oを観察することができ，タイの銀行部門で

2ユ

技術進歩の度合いは中位行において非常に大き

く，上位行・下位行においては負の技術進歩か

観察される。このことは，全体として観察され

る若iヽ の^技術進歩は， もっぱら中位行によるも

のであったことを示唆している。また，下位行

を除いて幻<0が高い有意性で観察でき，技術

進歩が労働節約的な偏りを持っていたことが窺

える。下位行においても， g の値は有意ではな

いが符号は負となっている。この結果は図4で

観察された要素投人比率の変化が，相対価格の

変化のみならず銀行の生産技術の変化にも起因

していることを示している。

L •中・下位行の各グループ間における規模

弾力性と技術進歩の違いは， これまでと同様な

形て解釈することが可能てあると考えられる。

第1V節の財務分析によれば，競争環境への対応

策として，上位行は積極的に営業活動を多様化

し，自動化への投資を行ってきた一方て，中位

行は新規の営業活動や投資を控えてきた。多角

化と自動化の初期の段階で上位行による多角化

•投資努力か、「規模の経済性J，技術進歩の水

準をむしろ低くする効果を持っている可能性か

島いと考えられる

VlI 結び

金融自由化か進展するにつれて，商業銀行は

さまざまな形で新たな市場環境に適応しつつあ

る。上位行グループは広い店舗網を活用して低

コストの資金調達を続ける上方，労働と物的賓

本につしヽては優秀な人材と器材装備のために多

額の資金を投ドする方針をとっている。業務の

多角化に対しても最も窓欲的に対応しており，
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高コストで調達した人材面および装備面での優

位性を，積極的に営業に活用する方向で適用し

ようとしている。

中位行グループは資金調達面で優位性を持た

ず，割安な労慟と低水準の器材装備によって営

業費用を引下げる傾向が見られる。行員 1人当

たりの収益や店舗当たり収益は上位行グループ

に劣るが，割安な賃金や堅実な器材投資によっ

てその弱点を補おうとしている。経営環境の変

化に対する中位行グループの経営姿努はやや消

極的であり，業務多角化についても上位行グル

ープに遅れをとっている。

ド位行グループはその経営規模が著しく小規

模であり，中位行グループと同様に，賓金調達

コストでは劣位にある。しかし経営環境への対

応は中位行グループと異なり積極的であり．優

秀な人材と器材装備のために多額の資金を投下

する方針をとっている。行員 1人当たりの収益

や店舗当たり収益は上位行グループに劣るが，

高利回りの貸出を実行することによって，人材

面および装備面での高コストをカパーする傾向

が見られる。また多角化にも上位行グループに

劣らず積極的に対応しており，人材面および装

備面での俊位性を積極的に営業に活用し，高コ

ストに対応しようとしている。

市場競争の激化による地場商業銀行の費用構

造の変化を見ると，全体的な傾向として以下の

ふ点を指摘することがてきる。第1は．金融自

由化が本格化した1990年代初頭に上中位行では

「規模0)経済性」が実現され，中ド位行では上

中位行に遅れて「規模の経済性」か実現された

という観察結果を得ることかできた。これは．

タイの商業銀行において，金融自由化という競

争的環境の下で，銀行業の費用逓減廂業として

タイの金融自由化過程における銀行業の生産・費用構造の変化

の特質が現れたことを意味する。

第2は，金融規制緩和による業務の多角化か

進行しているにもかかわらず「その他収益」が

費用の要因として有意ではなく，また，貸出業

務と非貸出業務の間に「範囲の経済性」が見ら

れない点である。第3は，観測期間を通じて堅

調な技術進歩が観察され，それが労働節約的な

傾向を持っていることである。

上記のように，市場環境の変化に対する対応

には銀行の規模によって若干の違いが見られる。

上中位行については「規模の経済性」はむしろ

1980年代後半に見られ90年代に入るとその傾向

か消滅しているのに対し．中F位行はこれと逆

の傾向を持っている。また，経営の非効率性は

上位行において高く中位行において低い。この

ような差異は，上・中・下位行別に，競争環境

への対応が異なっていることによるものと思わ

れる。以上のような本稿の観察は，第III節，第

w節で検討した競争環境の整備に対する銀行の

対応の議論と整合的であるか，本稿の目的はこ

の点を観察し確認することであり，このような

違いが何に起因するものであるかを解明するこ

とは今後の研究課題として残っている。

他方，以上の観察結果のうち「規模の経済

性」・技術進歩等については， これまで日本の

銀行経営に関する研究で見いだされてきた結論

と概ね整合的である。このことは，金融緩和か

競争的な環境を幣えてきたことに対応して，地

場商業銀行の経営が近代的な金融業務へ向けて

究貌を遂げつつあることを示唆している。ただ

い将来．―規模の経済性J かさらに顕著にな

りまた「範囲の経済性」が現出してくれば，商

業銀行部門における上位行グループの優位は圧

倒的となり，今後は自然独占か発生する可能性
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がある。特に，観察結果からは効率性について

はいまだ大きな改善が見られず，銀行の総資本

利益率が持続的に上昇傾向にあることを考え合

わせると，少数銀行の市場支配によって市場機

能 0)障害が発生する恐れが懸念される。

そのような問題を回避するためには，銀行市

場をコンテスタプルな環境に維持しておくこと

がイ<nj欠であり，外部からの市場参人の可能性

を常に確保して既存銀行による超過利潤の享受

を防止する必要がある。タイでは外国銀行の新

規市場参人が計画されているが， これらは銀行

巾場の競争環境を維持するうえて有効な政策措

憶ということができる。

補論 1 変数の作成方法の詳細

い（利r収益） ：貸出金・預人金粗収益
凡（その他収益）：非貸出粗収益ー為替差益

p]（平均資金調達費用）．粗利子支出／（預金一金

融機関からの借人金＋その他要求払い負債ー

その他借人金＋その他負債）

p2（平均物件費）：設備支出／同定資産額

几（平均賃金） ：人件費／従業員数

C （総費用）：利（女：出＋設備支出1賃金支出

なお，「その他収益- （じ）については，外れ業務

は囚内への貸出業務，手数料業務との関係は薄いと

考えられるため 外為業務による収益-を除いた）

「その他収益 I 0)大宗は手数料収人てあるし

補諭 2 トランス・ログ型費用問数の 2薩条

件の扱いについて

第v節におけるパラメーターの 2階条件に関して

は，いくつかの扱しヴ方かあるが，本稿てはそ 0)l̀0分

条件を制約として用いて推，i卜を行う力法を採る こ

れは，サンプル数が］5ときわめて少なし)ことから，

実際の推計にあたっての説明変数を極力小さくする

こともその理由てある，，粕谷 (]993）によると， |` 

分条件の導出には固＃値分解と Choleskey分解0)

叫

2つの方法がある。このうち， Choleskey分解によ

る導出の手順は以下の通りである。

半負値定符号行列Aは，以下の Choleskey分解

か可能である。

A二 LDL'

ただし， Lはt．三角行列， したがって L'は下三

角行列である"Dは対角行列でありその対角要素は

Choleskey値と定義される。ここて， Choleskey値

と行列Aの間には以下の関係かある。

すなわち， Choleskey値が非正のとき、またその

ときのみ，実数対称行列Aは半負値定符号行列てある。

この定理の証明および Choleskey分解のより詳

しい説明につ＼ ＼ては Lau(1978)を参照されたい。

本稿におけるヘッセ行列に Choleskey分解を施

すと，

Hp「a ℃ 7 訊叫」

yl l十佑（仏ー1) へぃ＋［内・此 y13 ―凡•I3, l 
- i yil →-B2 • Bl y公2-,-/32 (/32 -1) Y2:1 • -fl2•fl3 

罰＋凡・ /31 知＋凡•O乙幻＋凡（凡一1)

[i:: r :n臼[2] ] lら〗 [:2] 
となる。これをもとにl)，二 0のさまさまな制約を

かけて，推計を試すことになる。本推計については

サンプル数か少ないため，すべてのD,についてセ

ロとおし口て（罰＝0 i, j = ], 2, 3〕）推叶を行ったa
この場合，費用関数の価格部分についてはコプ・ダ

グラス刑を仮定してしヽることになる 3
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